
工事名

入札方式

入 札 日 ～ 令和8年3月31日

順位 順位 順位 順位

8370001042880 1
低入札価格調査及び特別
重点調査実施　落札
契約日：令和7年10月15日

6390001014351 2

3370301000221 3

4380001020914 4

名称等

住　所

契 約 金 額  ¥15,070,000  (税込)  ( ¥13,700,000  (税抜) )

予 定 価 格  ¥23,422,260  (税込)  ( ¥21,292,964  (税抜) )

契 約 業 者 名
太平洋電気（株）

宮城県塩竃市北浜四丁目１４番６０号

（株）アイエスクルー 39,600,000

（株）エスディ佐藤電気 16,200,000

太平洋電気（株） 13,700,000

（株）ウィザード 14,999,999

第 4 回 入 札

備　考入札金額
（円・税抜）

入札金額
（円・税抜）

入札金額
（円・税抜）

入札金額
（円・税抜）

令和7年9月5日 種　別 土木一式又は電気 工　期 令和7年10月15日

業者名
（商号又は名称）

法人番号

第 1 回 入 札 第 2 回 入 札 第 3 回 入 札

入　札　・　契　約　状　況　調　書

ＰＯＬ地区等外灯更新工事 工　事
概　要

外灯３０灯の更新
一般競争 工事場所 航空自衛隊松島基地



1 工事名 ： 

2 入札公告日 ： 

3 競争参加資格確認通知期限日 ： 

4 競争参加資格確認申請者及び資格の有無等

（株）ＭＡＲＶＯ 6380001027957 有

（株）エスディ佐藤電気 3370301000221 有

（株）アイエスクルー 4380001020914 有

太平洋電気（株） 8370001042880 有

（株）ウィザード 6390001014351 有

競争参加資格確認申請者名 法人番号 資格の有無 資格がないと認めた理由

別紙様式第２（令第４条第２項第２号関係）

一般競争参加資格確認結果書

ＰＯＬ地区等外灯更新工事

令和7年7月7日

令和7年8月6日



低入札価格調査結果調書 

 

１ 調査対象工事名：ＰＯＬ地区等外灯更新工事 

 

２ 入札日：令和７年９月５日 

 

３ 調査対象業者名：太平洋電気株式会社 

 

４ 調査概要 

 

調 査 事 項 調 査 結 果 

当該価格での入札理由 

入札価格の適切性 

対象業者は、多くの施工実績によるノウハウと技

術力で業績を重ねてきた電気設備工事の専門業者で

ある。 

本工事において仕様書及び図面等の内容を検討し

た結果、取引先の業者（資材購入先業者）からの集中

購入による資材価格の値引きが可能であること、過

去の同種工事における経験、施工技術及び創意工夫

等での対応から工数の大幅な低減が可能であること

及び近傍工事として同一敷地内における受注工事

（電気工作物更新工事：令和７年５月２８日契約）

があることから、経費等の支出を抑えられることを

踏まえた上で、当該金額での施工が可能と判断した

ため入札価格を決定したとの説明を受け、この入札

価格で問題なく責任をもって工事を施工できるとの

回答を得た。 

 過去に同種の公共工事施工実績も複数あること

から、ダンピング（品質低下、労働条件の悪化又は安

全対策の不徹底等）について弊害を生じることなく、

適正な履行が成されるものと判断した。 

 対象業者は、仕様書及び図面等の内容を十分に理

解し、また、入札参加前に現場確認し、施工条件等を

十分に把握した上で入札価格の積算を実施してお

り、材料費については資材購入先業者からの集中購

入による資材価格の値引きが得られ、節減できると

の回答を得た。 

特に問題となる事項はない。 



手持ち工事の状況と技術

者の適正配置 

 本件と同一敷地内における工事を受注している

が、本工事への支障は無いことを確認した。 

手持ち資材、手持ち機械

の状況 

なし。 

 

労務者の供給見通し 

過去の施工実績及び下請業者の同行の上で現場確

認を実施し、現場確認後に下請業者と十分な協議を

行った上で計画しているため、支障なく施工できる

人数であるとの回答を得た。 

特に問題となる事項はない。 

過去に施工した公共工事 

の施工状況 

 全て完工しており、施工中における安全衛生及び

完成後における品質について問題となる事項はない

ことを発注機関への聞き取りにより確認した。 

 特に問題となる事項はない。 

経営状況及び信用状況  特に問題となる事項はない。 

 

５ 当該工事についての適正履行の有無：有 

 

６ 落札の決定：令和７年１０月６日 


